
為替週間展望＝ドル円は荒れた動きも上値重く推移か

　　　　　　　　　　［３月１０日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    3 月 3 日～ 3 月 7 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  150.45   151.30( 3)    147.32( 6)    147.46   -3.17

ユーロ・ドル  1.0372   1.0853( 6)    1.0371( 3)    1.0824   +0.0449

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    36,887.17     -268.33     日本10年債利回り   1.519   +0.141

ダウ平均株価    42,579.08    -1261.83     米10年債利回り     4.278   +0.070

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１０日　日本１月経常収支、日本１月景気動向指数速報値

　　　　独１月鉱工業生産指数、独１月貿易収支

１１日　日本１月勤労者世帯家計調査

　　　　日本第４四半期ＧＤＰ２次速報

　　　　米１月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数

１２日　米２月消費者物価指数

　　　　カナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利

　　　　※米国の鉄鋼、アルミニウムの関税発効

１３日　スイス２月生産者輸入価格

　　　　ユーロ圏１月鉱工業生産指数

　　　　米２月生産者物価指数

　　　　米新規失業保険申請件数

１４日　独２月消費者物価指数速報値

　　　　英１月鉱工業生産指数、英１月製造業生産指数、英１月貿易収支

　　　　カナダ１月製造業出荷、カナダ１月卸売売上高

　　　　米３月ミシガン大学消費者信頼感指数速報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は米国の経済指標の結果に一喜一憂しながら上下に振幅する

とみられる。また、トランプ米大統領の関税政策に関する報道にも左右されることとな

ろう。市場はトランプ氏に翻弄される動きが続く中、ドル円は最近のレンジ内での推移

が続くとした。

　　　　

【米経済指標やトランプ米大統領関連の報道で上下に激しく振幅】

　３日に発表された２月のＩＳＭ製造業景況指数は５０．３となり、市場予想の５０．

７や前回の５０．９を下回った。好不況の境目である５０は上回った。個別項目のうち

新規受注が４８．６、雇用が４７．６といずれも５０を下回り、前回から大きく低下し

た。これを受けてドル売り円買いの動きとなった。さらにトランプ米大統領が円安けん

制発言を行い、ドル円は１４９円台前半まで下落した。

　　

　トランプ氏は中国と日本に対し「通貨安政策を取るなら米国は不当に不利な立場に立

たされる」と述べ、「通貨を切り下げ弱体化させ続けてはならない」と中国・日本政府

に伝えたとしている。

　　

　４日の日本時間午後２時１分に米国がカナダとメキシコへ２５％の関税を発動すると

ともに中国に対しては１０％の追加関税を発動した。カナダ、メキシコ、中国はいずれ

も米国に対して報復措置を発表しており、関税による貿易摩擦激化への警戒感が金融市

場に混乱を引き起こしている。
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　ドル円は４日に１４８円近くまでドル安円高に振れた。ＮＹ市場では米長期金利の上

昇やドルの買い戻しの動きから、ドル円は上昇に転じており、５日の東京市場では１５

０円台を回復している。

　　

　５日に内田日銀副総裁は「経済物価見通しが実現していけば、政策金利を引き上げ金

融緩和の度合いを調整していく」「想定利上げペース、特定のペースを念頭に置いてい

ない」「長期金利や市場の利上げパスについて言及することは正しくない」などと述べ

た。タカ派的な発言が警戒されたものの、おおむね想定内の発言内容でサプライズがな

かったこともあり、発言への反応は限定的だった。

　　

　５日発表の２月の米ＡＤＰ雇用者数は前月比＋７．７万人となり、事前予想の＋１

４．０万人や前回の＋１８．６万人（改定値）を下回った。市場予想を下回り、ドル売

りの動きに傾いて１４８円台前半まで下落した。その後、６日の昼ころにかけて１４９

円台前半まで戻している。

　　

　６日には連合が２０２５年春闘の賃上げ要求は平均６．０９％（昨年５．８５％）と

発表したことで、日銀による追加利上げ観測につながり、ドル円は１４９円台前半から

１４７円台前半までドル安円高に振れた。

　　

【トランプ報道や米経済指標に左右されやすい展開か】

　日米の経済指標やイベントとしては、１０日に日本１月経常収支、日本１月景気動向

指数速報値、１１日に日本１月勤労者世帯家計調査、日本第４四半期ＧＤＰ２次速報、

米１月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数、１２日に米２月消費者物価指数、１３日

に米２月生産者物価指数、米新規失業保険申請件数、１４日に米３月ミシガン大学消費

者信頼感指数速報値などがある。

　　

　３月１０日の週は、１１日の米１月雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）求人件数、１２日の

米２月消費者物価指数などが注目される。前回１２月の米雇用動態調査（ＪＯＬＴＳ）

求人件数は７６０万人となり、事前予想の８００万人や１１月の８１５．６万人（改定

値）を下回った。減少傾向が続くようなら、ドル売りに傾く可能性が高い。

　　

　２月の米消費者物価指数の予想は前月比が総合が＋０．３％、コアも＋０．３％とい

ずれも前回の＋０．５％、＋０．４％から鈍化する見通し。前年比の予想は総合が＋

２．９％、コアは＋３．２％といずれも前回の＋３．０％、＋３．３％から伸びが鈍化

する見通し。インフレ指標は落ち着きを見せているものの、市場予想から上振れするよ

うならドル買いに、下振れするようならドル売りに傾きやすいとみられる。

　　

　ドル円は米国の経済指標、トランプ米大統領の発言に振り回される展開が続くとみら

れる。米経済指標が強弱まちまちとなり、ドル買いが進みにくくなっている。トランプ

氏が円安など通貨安を批判する発言をするだけで、円高が進行する可能性もある。さら

に今年の春闘での賃上げ要求水準の高さから日銀の利上げ観測につながり、円高に傾き

やすくなっている。こうした中、ドル円は荒れた動きながらも上値の重い展開が見込ま

れる。ドル円の目先の予想レンジは、１４６．００－１５０．００円。

　　

【ユーロドルは高値圏でもみ合いか】

　６日の欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、市場予想通り政策金利を０．２５％引き

下げた。声明では「政策金利は引き締め的ではなくなりつつある」として。今後の利下

げペース減速を示唆した。

　　

　ユーロドルは６日に１．０８台に乗せるなど大きく上値を伸ばしてきた。３日にはド

イツの防衛予算増額計画を受けて独債利回りが上昇、ドイツやユーロ圏の２月製造業Ｐ

ＭＩ確報値の上方改定、ユーロ圏消費者物価速報が予想を上回るなどユーロ買い材料が

重なり、１．０３台後半から１．０５近辺まで上値を伸ばした。４日には欧州連合（Ｅ

Ｕ）は防衛力強化に最大８０００億ユーロの支出を計画しているとの報道などから１．

０６台に乗せた。５日には１．０８ドルに迫り、６日には１．０８台半ばまで上値を伸

ばした。

　　

　ユーロドルは大きく上値を伸ばしてきたことで、ボリンジャーバンド＋３Σ近辺に達



するなど、短期的な過熱感が警戒されて１．０８超の水準では伸び悩みを見せている。

ただ、大きな崩れはなく、底堅い推移が見込まれる。こうした中、ユーロドルは高値圏

でのもみ合いが続くとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０５００－

１．１０００ドル。

　　

　ポンドドルはユーロドルの大幅な上昇に追随して、１．２５台後半から１．２９台前

半まで大きく上値を伸ばしてきた。ボリンジャーバンド＋２Σ付近まで上昇、過熱感は

高まりつつあるものの、バンド幅を拡大しながら一段と上値を追う展開となりそうだ。

ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２７００－１．３１００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１０日に独１月鉱工業生産指数、独１月貿

易収支、１２日にカナダ銀行（ＢＯＣ）政策金利、１３日にスイス２月生産者輸入価

格、ユーロ圏１月鉱工業生産指数、１４日に独２月消費者物価指数速報値、英１月鉱工

業生産指数、英１月製造業生産指数、英１月貿易収支、カナダ１月製造業出荷、カナダ

１月卸売売上高などがある。
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